裁判員制度の問題点

裁判員制度にはいくつかの憲法違反があると考える。以下に挙げる。

1 18条「意に反する苦役」
裁判員制度の目的は司法の民主化にある。そのためには国民の積極的な参加が不可欠だ。しかし、当事者である国民は資料１を見る限り参加には消極的である。そのような国民たちに、国家権力が裁判への参加を強制する裁判員制度は、18条が定める「その意に反する苦役」に該当するのではないのだろうか。
2 21条「表現の自由」
この条文において問題となるのは秘密漏示罪との関係である。裁判員には「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」（以下裁判員法とする）１０８条１項※１より守秘義務が課される。ちなみに裁判員裁判における秘密には①評議の秘密（結論への経緯など）②裁判員として知った秘密（事件関係者のプライバシーなど）が含まれる。こうした秘密を漏示してしまった場合、実際に罰則も課される。罰則があるのは深刻なプライバシーの侵害を防ぐためではある。しかし裁判員制度の導入に賛成の側からも、一律に守秘義務を課してしまうことは裁判員制度の発展を妨げるおそれがあると指摘されている部分がある。
3 79条、80条「最高裁判所・下級裁判所の構成員」
日本国憲法７９条１項※２において最高裁判所は裁判官のみで構成されるように規定している。しかし下級裁判所の構成員をどうするかは80条を見てもはっきりとは規定されていない。その点から裁判員が構成員となるのは憲法違反ではないと資料２のように裁判所側は判断している。私はこの解釈は強引なものだと考える。そもそも憲法の第六章「司法」には裁判官についての規定しかなく、それ以外の者が裁判に参加することを想定したような条文はない。このことから裁判は裁判官のみで構成されると理解できると考える。
4 37条1項「被告人の裁判を受ける権利」

私はこの条文に関することに問題が多いと考える。裁判員は、裁判官のみの合議で示された法令の解釈と訴訟手続きに関する判断に従わなければならない。（裁判員法６条２項）※３ただし、裁判員はそれ以外においては第８条、第９条※４に規定されるように独立を保ち、法令に従って職務を行う必要がある。しかし裁判員はそのようなことができるのか疑問がある。法令は莫大な数があるしその解釈も一般的なイメージとは異なることもある。結局裁判員は法令ではなく己の常識に頼らざるを得ない。しかし個々の常識が同じものであることはあり得ないので、その集合である民意はあやふやなものになるだろう。そうした民意から出される判決がどうなるかは予測が難しい。被告人の立場に立ったとき、その判決は受け入れられるものなのだろうか。裁判員制度は被告人の公平な裁判を受ける権利を侵害しないと言えるのか、疑問が多い。
注釈

※１　裁判員法１０８条１項「裁判員又は補充裁判員が、評議の秘密その他の職務上知り得た秘密を漏らしたときは、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。」

※２　日本国憲法７９条１項「」
※３　裁判員法６条２項「前項に規定する場合において、次に掲げる裁判所の判断は、

構成裁判官の合議による。 

一 　法令の解釈に係る判断 

二 　訴訟手続に関する判断（少年法第五十五条の決定を除く。） 

三 　その他裁判員の関与する判断以外の判断」

※４　裁判員法８条「裁判員は、独立してその職権を行う。」

　　　裁判員法９条「裁判員は、法令に従い公平誠実にその職務を行わなければならない。」
